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苦情申立・懲戒制度を考える

司法書土法及び土地家屋調査士法の一部を改正する法律（令和元年法律第29号）により、司

法書士には「国民の権利を擁護し、もつて自由かつ公正な社会の形成に寄与」する使命が確立

した。重要な使命・職責を有する司法書士は、当然その職務の適正を保持することが求められ

る。従前から、司法書士が非違行為を行った場合その所属する司法書土会の所在地を管轄する

法務局又は地方法務局の長により懲戒処分がなされていたが、この法改正により、懲戒処分の

処分権者が法務大臣へと変更された。現場で執務する司法書士は、懲戒処分の制度があること

によって職務の適正をより意識するものと思われる。他方、司法書士に業務を依頼する国民に

とっては、行為規範並びに懲戒処分の制度があることにより、司法書士が非違行為を行うこと

の抑止力となると考えられる。本特集では、新たな使命を帯びた司法書士に対する苦情申立や

懲戒請求の手続きがどのようにして行われるのかを紹介し、職務の適正化に関する取組につい

て考えてみたい。

司法書士の懲戒制度の変遷と

最近の懲戒処分の傾向

九州大学大学院法学研究院教授

1 考察の対象

本特集に関して、筆者に依頼された執筆内

容は、「〔A〕司法書士の懲戒制度が創設され

た趣旨及び……〔B〕司法書士に対する懲戒

処分の傾向はどのように変わってきたのかを

論じていただきたい」というものであった。

このうち〔A〕司法書士の懲戒制度の歴史

に関して、年表風にまとめるならば、以下の

ようになる。
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しちのへ かつひ一

七戸克彦

(1) 旧司法書士法

司法書士の懲戒制度は、司法書士に関する

最初の法制である大正8年司法代書人法（旧

司法書士法） より存在する。

① 大正 8年4月10日法律第48号「司法代書

人法」……司法代書人を地方裁判所の所属

とし (2条）、監督権者を地方裁判所長と

した (3条）ほか、懲戒事由として「業務

ノ禁止又ハ停止」と「500円以下ノ過料」

を規定した (11条 l項 l号・ 2号）。



② 昭和10年4月4日法律第36号「司法代書

人法中改正法律」……「司法代書人」の職

名を現在の「司法書士」に変更し、法律名

を「司法書士法」に変更した改正。 2条に

司法書士の所属を民事地方裁判所 1) とす

る但書を追加。

③ 昭和24年5月31日法律第137号「法務局

及び地方法務局設間に伴う関係法律の整理

等に関する法律」……11条 l項柱書の「司

法大臣」を「法務総裁」に変更。

④ 昭和24年5月31日法律第137号「法務局

及び地方法務局設置に伴う関係法律の整理

等に関する法律」…••• 2条の「地方裁判所」

を「法務局又ハ地方法務局」に改め、 3条・

11条の「地方裁判所長」を「法務局又ハ地

方法務局ノ長」に改めたほか、 11条 l項2

号の過料の額「500円以下」を「 2万5,000

円以下」に改めた。

(2) 現行司法書士法

昭和25年現行司法書士法は、前年に制定さ

れた現行弁護士法（昭和24年6月10日法律第

205号「弁護士法」）のような完全な自治権を、

司法書士に対して認めなかった。

① 昭和25年5月22日法律第197号「司法書

士法」……同法は「司法書士会」ならびに

「司法書士会連合会」 2) の組織を法定化し

たが、⑧認可の取消権者・⑤懲戒権者のい

ずれに関しても、事務所所在地を管轄する

法務局長・地方法務局長とされ（⑥につき

11条、⑤につき12条）、懲戒処分は「戒告」

「1年以内の業務の停止」「認可の取消」

の3種となった (12条 1号～ 3号）。

② 昭和31年3月22日法律第18号「司法書士

法の一部を改正する法律」……認可の取消

しに関して、新11条を追加（旧11条は11条

の2に繰り下げ）。

③ 昭和53年6月23日法律第82号「司法書士

法の一部を改正する法律」……司法書士の

資格取得につき試験制度を導入し、従来の

苦情申立・懲戒制度を考える

認可制度を登録制度に変更。懲戒処分のう

ち業務停止の期間が 1年から 2年に引き上

げられたほか、各司法書士会による注意勧

告の制度が新設された (16条の 2)。

④ 昭和60年6月28日法律第86号「司法書士

法及び土地家屋調査士法の一部を改正する

法律」……登録の取消しについては日本司

法書士会連合会（日司連）に移管され、こ

れに伴い、 12条の懲戒処分のうち「登録の

取消し」が「業務の禁止」に変更された。

⑤ 平成5年11月12日法律第89号「行政手続

法の施行に伴う関係法律の整備に関する法

律」……聴聞に関する13条を全改。

⑥ 平成14年 5月7日法律第33号「司法書士

法及び土地家屋調査士法の一部を改正する

法律」……簡裁訴訟代理権と司法書士法人

の設立を認めた大改正。懲戒については、

旧12条・旧13条が47条． 49条に改められ尺

司法書士法人に対する懲戒 (48条）・登録

取消しの制限等(50条）・懲戒処分の公告(51

条）の規定が新設された。

⑦ 平成18年 6月2日法律第50号「一般社団

法人及び一般財団法人に関する法律及び公

益社団法人及び公益財団法人の認定等に関

する法律の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律」……法人法改正に伴い、公共

嘱託登記司法書士協会についても、司法書

士および司法書士法人の懲戒に関する規定

を準用することとされた (70条改正）。

⑧ 令和元年6月12日法律第29号「司法書士

法及び土地家屋調査士法の一部を改正する

法律」……懲戒権者を法務局長・地方法務

局長から法務大臣に改めたほか、清算が結

了した司法書士法人についても懲戒処分が

できるものとし (48条2項全改）、戒告に

ついても聴聞手続を行うものとし (49条3

項改正）、懲戒処分の除斥期間の規定を新

設した (50条の 2)。
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(3) 平成14年改正以降の動向

以上のような司法書士の懲戒制度の変遷の

うち、本稿では、平成14年改正（前記(2)⑥。施

行日は平成15年4月1日）から今日に全るまで

の20年間の動向に焦点を当てて検討を加える 4)。

この直近20年間の懲戒処分件数に関して、

あらかじめデータを示すならば、［別表 1〕

のようになる 5)。平成19年度と20年度、平成

28年度と29年度の数字が突出しているが、そ

れを除けば懲戒件数は多くて50件程度にとど

〔別表 1〕平成15～令和4年度の懲戒件数

年度 総数 戒告 ！業務停止！業務禁止

平成15(2003) 
13 4 i i 7 i i 2 

年度 (31 %) (54%) (15%) 

平成16(2004) 
24 6 i i 17 i i 1 

年度 (25%) (71 %) (4 %) 

平成17(2005) 
36 18 ¥ l 15 ¥ l 3 

年度 (50%) (42%) (8 %) 

平成18(2006) 
53 13 i i 38 i i 2 

年度 (25%) (72%) (3 %) 

平成19(2007) 
74 19 / : 49 6 

年度 (26%) (66%) (8 %) 

平成20(2008) 
84 12 i ！ 65 7 

年度 (14%) (78%) (8 %) 

平成21(2009) 
50 6 i ： 40 4 

年度 (12%) (80%) (8 %) 

平成22(2010) 
50 

8 38 4 
年度 (16%) (76%) : (8 %) 

平成23(2011) 
46 
， 

32 ! i 5 
年度 (20%) (70%) (10%) 

平成24(2012)
41 

12 26 i i 3 
年度 (29%) (64%) (7 %) 

平成25(2013) 
49 25 : 20 i i 4 

年度 (51%) (41%) (8%) 

平成26(2014) 
39 

17 18 ! i 4 
年度 (44%) (46%) (10%) 

平成27(2015) 
54 

25 20 i i 9 
年度 (46%) (37%) (17%) 

平成28(2016)
64 

28 29 i i 7 
年度 (44%) (45%) 01 %) 

平成29(2017) 
61 35 25 i i 1 

年度 (57%) i (41 %) (2 %) 
平成30(2018) 

40 15 i i 23 i i 2 
年度 (38%) (58%) (5 %) 

平成31・令和 l
42 16 j i 22 4 

(2019)年度 (38%) (52%) (10%) 

令和 2(2020) 
16 4 i i 11 1 

年度 (25%) (69%) (6 %) 

令和 3(2021) 
16 2 i l 13 1 

年度 (13%) (81 %) (6 %) 

令和 4(2022) 
29 9 i i 19 1 

年度 (31 %) (66%) (3 %) 
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まる。令和 5(2023)年4月 1日現在の司法書

士の総数は 2万3,059人であるから、懲戒処

分を受ける司法書士の比率は0.2%(461人に

l人の割合）ということになり、この数字は

弁護士より若干少ない 6)。

2 平成15年度～平成20年度

ところで、平成14年改正で新設された懲戒

処分の公告の制度 (51条）に関して、立法担

当者ら執筆の『注釈司法書士法』は、「規制

改革推進3か年計画（平成13年3月30日閣議

決定）において『当該資格者の氏名を含めて

懲戒処分の内容を公表する。その際、官報に

掲載した上で、国民が容易に知り得る媒体に

掲載する。』とされていた」ことを受けたも

のとしているが八この記述は正確でない。

というのも、この記述にいう「当該資格者」

とは「弁護士」を指しており 8)、これを受け

て新設されたのが、平成15年改正弁護士法64

条の 6第 3項の規定だったからである 9)0 

もっとも、この「 3か年計画」の記載が、

平成15年弁護士法改正の前年である平成14年

司法書士法改正における51条の新設に影曹し

たことは間違いない。日司連では、平成15年

4月 1日の改正司法書士法の施行に対応して

「日司連業務及び財務等の情報公開に関する

規則」を制定し、それまで匿名で行ってきた

「月報司法書士」上での懲戒処分の公表を、

実名に切り替えた10)0 

(1) 平成15年（旧）司法書士倫理

一方、平成14年改正による簡裁代理権の取

得は、司法書士に対しても、弁護士と同様の

倫理規定の制定を要求した。そのため、日司

連は平成15年6月19・ 20日第64回定時総会で

「司法書士倫理」を制定するがII)、弁護士の

側では、翌平成16年に旧「弁護士倫理」12) を

全改して「弁護士職務晶本規程」（平成16年

11月10日会規第70号）を制定する。なお、司



法書士にあっても、その後、平成20年 6月

19 ・ 20日第70回日司連定時総会で「司法書士

倫理」の改正を行っている。

弁護士の非弁提携に対する取締強化に伴い、

整理屋は、提携先として、簡裁代理権を取得

した司法書士に目をつけた13)。

一方、新たに認められた司法書士法人の業

務の範囲につき、平成15年改正司法書士法施

行規則］4) は、①「他人の事業の経営、他人

の財産の管理若しくは処分を行う業務」 (31

条 1号）ならびに②「後見人、保佐人、補助

人、監督委員その他これらに類する地位」で

行う業務（同条 2号） 15) を規定したが、条文

の勿論解釈として、これらの権限はすべての

司法書士に認められることから、その後、多

くの司法書士が、①財産管理業務ならびに②

成年後見業務に携わるようになった16)0 

このような司法書士の業務範囲の拡大も影

響してか、平成15年度から平成18年度までの

懲戒処分件数は次第に増加し、処分の内容に

関しても「年々重くなってきている」と分析

されている 17)。

以上のほか、司法書士に対する専門家責任

追及事例の増加に対応して、平成17年 1月か

ら司法書士全員加入の損害賠償保険制度がス

タートした18)。

(2) 平成19年（旧）訓令

その後、懲戒処分件数に関しては、平成19

年度および平成20年度の数字が突如として急

増する。これは、平成16年現行不動産登記法

（平成16年 6月18日法律第123号）の施行（平

成17年 3月 7日）を受けて発出された、平成

19年5月17日法務省民二訓第1081号法務大臣

訓令「司法書士等に対する懲戒処分に関する

訓令」（平成19年 7月 1日施行）の影響であ
る19)0 

司法書士の懲戒処分の括準に関しては、高

度経済成長期に不動産登記業務に関する懲戒

基準が民事局長通達レベルで提示されたこと

苦情申立・懲戒制度を考える

はあったが20)、大臣の訓令として発出された

のは「司法書士100有余年の歴史の中ではじ

めてのことといえよう」21)0 

処分内容に関しては、旧不動産登記法時代

と変わらぬ旧態依然とした申請業務を咎めら

れた事案が多いが（とくに高齢の司法書士が

2年間の業務停止［＝業務停止で最も重い〕

となった例が目を惹く。）、平成14年改正で獲

得した簡裁代理権関連の債務整理業務も目

立っている22)。

3 平成20年度～平成30年度

懲戒処分の急増を受けて、日司連では、平

成21年度より司法書士執務調査室に綱紀部

会・倫理部会・執務部会を設個し、倫理部会

は懲戒事例を分析のうえ平成22年 5月「懲戒

事例集」を発行した23)。

一方、平成19年（旧）訓令を連用する法務

省にあっても、平成22年 9月 9日法務省民二

第2237号民二課長通知「司法書士等及び土地

家屋調査士等に対する懲戒処分の連用につい

て（通知）」を発出した。この通知は、訓令

4条が具体的事案における情状等により懲戒

処分の加重および軽減等を行うことができる

旨を規定しているにもかかわらず、同条に基

づく柔軟な連用を行わず、訓令「別表」記載

の懲戒処分の量定基準を機械的・硬直的に適

用した例が散見されたことから、訓令4条の

情状等の考慮要素を提示したもので24)、同通

知の発出以降、「懲戒処分に対する連用が以

前と変わったと感じている会員も多いようで

ある」25)0 

(1) 平成23年「司法書士法改正大綱」

だが、懲戒処分をめぐっては、平成19年訓

令の運用のほか、平成14年改正法そのものに

ついても問題個所が指摘されていた。

その第 1は、懲戒権者を法務局長・地方法

務局長としている点であり、これは司法書士
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の業務の中心が法務局・地方法務局の窓口業

務であった時代には妥当視できたが、⑧司法

書士の業務内容が財産管理・成年後見ならび

に簡裁代理といった裁判所等における業務に

拡張し、⑤司法書士法人が全国規模に展開し、

さらに、◎平成16年現行不動産登記法のオン

ライン申請によって、所轄の法務局・地方法

務局の長が懲戒事由を知悉し妥当な判断を下

せるとはいえない事案が増加している。

第2は、懲戒処分のうち、戒告に関して、

聴聞や弁明の機会が設けられていない点であ

る。この点に関しては、戒告が「被処分者を

戒める旨の処分であり、『義務を課し、又は

その権利を制限する処分』とはいえないため、

行政手続法の不利益処分には該当しない」と

説明されていたが26）、しかし、戒告にあって

も、処分内容は官報で公告され（司法書士法

51条）、その職歴に残ることよりすれば、司

法書士に与える不利益は大きく、他の懲戒処

分と同様の手続保障を図る必要がある。

第3は、弁護士に関しては懲戒処分の除斥

期間が定められているのに対し（弁護士法63

条）、司法書士には同様の規定が存在してい

ない点であり、その結果、「問題となる行為

があったときから何年経っても懲戒処分をう

けることがあることが問題となっている。ぴ

どいものでは、 10年以上20年近く前の［＝平

成14年司法書士法改正や平成16年不動産登記

法改正前の時代の）ことで懲戒処分となった

ケースがある」27)。

そのため、日司連は、平成23年 2月23日第

73回臨時総会承認の「司法書士法改正大網」

において、次のような要望を掲げた28)0 

13 懲戒権限の獲得

(1) 懲戒権者については、業務禁止につき

法務大臣を処分権者とし、退会処分、業

務停止、戒告につき司法書士会会長を処

分権者とするとともに、司法書士会の処

分に対する審査請求若しくは事務処理に

関する異議巾出等に対応する形で連合会
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会長に司法書士会会長と同一の懲戒権を

認めること。

(2) 現状の注意勧告制度は廃止すること。

(3) 全ての懲戒処分に関し、法上、聴間・

弁明の機会を付与する等適正手続の保障

に関する規定を整備すること。

(4) 司法書士会会員につき懲戒処分に関係

する事由があったときから一定期間経過

した場合は、懲戒手続を開始することが

できない旨の除斥期間を置くこと。

(5) 上記の改正に伴い所要の規定の整備を

すること。

その後、日司連では、早期の実現を目指す

事項ないし実現可能性が高い事項に絞り込み

をかけ29)、令和元年改正（前記 2(2)⑧）の際

には、改正要望を以下の 3点に集中した30)0 

1 現行の目的規定を廃止して「使命規定」

を新設すること

2 懲戒に関して

① 懲戒権者を法務大臣にすること

② 懲戒処分のうち戒告についても聴間

の機会を与えること

③ 懲戒処分について除斥期間を設ける

こと

3 社員が一人の司法書士法人の設立に関す

る規定を設けること

そして、この要望事項が、令和元年改正法

へと繋がるのであるが、その前に、令和元年

改正前の動向について、片づけておかなけれ

ばならない。

(2) 平成26年「全件調査委嘱制度」

平成20年代に起きた懲戒関連の重要な出来

事には、平成26年 9月22日法務省民二第401

号民事局長通逹「司法書士及び司法書士法人

に対する懲戒処分に係る調査事務の取扱いに

ついて」に韮づき、同年10月より開始された

全件調査委嘱および量定意見の制度がある。

これは、懲戒処分に関する調査を司法書士会

（単位会）に委嘱することができる旨を定め



た司法書士法施行規則42条2項の運用につき、

原則としてすべての案件について司法書士会

に調査を委嘱するものとし、また、司法書士

会が調査結果を報告する際には、処分の量定

に関する意見も付して報告するものである31)0 

なお、 42条の規定は、同規則の制定当初よ

り存在していたが32)、従前の運用においては

「［司法曹士〕会に調査委嘱をしても時間がか

かりすぎるとの指摘を法務局担当者から受け

た、との話を間いたことがある。現に懲戒処

分の中に、法務局の独自調査事例が散見され

る」状況であったというから33）、この状況は

平成26年全件調査委嘱制度開始時には解消さ

れていたのであろう。

(3) 平成28• 29年度の懲戒処分

平成19年訓令に関する平成22年連用通知の

後50件前後で推移していた懲戒処分件数が、

平成28・ 29年度に60件を超えた理由について、

『司法書士白書』は何も触れていない。

平成28年度 (64例）の内訳は、不動産登記

業務が26例 (40%)と最も多いが、債務整理・

非弁行為が15例 (23%）で第2位を占めるほ

か34)、財産管理・成年後見8例 (13%）のう

ち5例が横領の業務禁止事例であることが目

を惹く。

平成29年度 (61例）の内訳は、やはり不動

産登記業務が26件 (43%) と第 1位、債務整

理・非弁行為が12例 (20%）で第2位、財産

管理・成年後見が6例 (10%）で第3位であ

る（なお、業務禁止 l例は、相続財産管理の

横領事例である）。

4 令和元年度～令和5年度

令和元年司法書士法改正において、懲戒処

分に関する司法書士の3つの要望 ①懲戒

権者を法務大臣とすること、②戒告にも聴聞

の機会を与えること、③懲戒処分について除

斥期間を設けること は、すべて叶えられ

苦情申立・懲戒制度を考える

た（①につき47~51条 •60条、②につき 49条、

③につき50条の 2)35)。

(1) 令和2年（新）訓令

また、改正法の施行日（令和 2年8月 l

日36)）前には、①令和 2年7月20日法務省民

二訓第 1号法務大臣訓令「司法書士及び司法

書士法人に対する懲戒事務処理規則」37) と、

その下位規定である②令和 2年7月20日法務

省民二第460号民事局長通逹「司法書士及び

司法書士法人に対する懲戒事務処理細則につ

いて」38)が発出され39)、さらに、改正法の施

行当日には、③法務省民事局「司法書士及び

司法書士法人に対する懲戒処分の考え方（処

分基準等）」が公表された40)0 

このうちの①訓令（新訓令）附則 2項によっ

て、旧法下で懲戒処分の基準を提示していた

平成19年民二訓第1081号訓令（旧訓令。前記

2 (2)) は廃止されたが、旧訓令に代わる新た

な処分基準は、①新訓令ではなく、③「懲戒

処分の考え方（処分離準等）」で提示され、

その内容は、旧訓令に関して生じたような混

乱を避けるため、非常にきめ細やかなものに

なっている（たとえば旧訓令の「別表」は、

12種類の「違反行為」に関する「懲戒処分の

量定」のみを掲記していたのに対して、③「懲

戒処分の考え方」は、 23種類の「違反行為」

につき「懲戒処分の量定」に加えて「考慮要

素」を掲記している）。

一方、平成26年民二第401号民事局長通逹

（前掲 3(2)) に基づく司法書士会への全件調

査委嘱および量定意見の報告の制度は、令和元

年改正法の下でも維持された（②細則8条41))。

なお、懲戒処分の公告に関して、①規則 8

条および③「懲戒処分の考え方」「第3」は、「懲

戒処分を受けた司法書士等の氏名又は名称、

所属する司法書士会の名称、登録番号及び事

務所の所在地並びに処分の年月日及びその量

定を公表するものとする」と規定しているが、

この公表事項の中には、それまで官報で公告
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されてきた「違反行為」の項目が存在してい

ない。その結果、 官報における「違反行為」

の記載は、旧法最後の懲戒事例である後掲〔別

表 2〕げ】（「違反行為他人による業務の

取扱い」）を最後に消失する。

(2) 令和元年改正法下の懲戒処分

改正法施行 l年目（令和 2年度）および2

年目（令和 3年度）の懲戒処分件数は、いず

れも10件台と、従前と比較して極端に少ない

（〔別表2〕［別表3〕） 。しかし、この数字は、

改正法に移行する過渡期に生じた一時的な現

象のように思われ、令和 4年度の件数は例年

並みに増加している（〔別表4〕） 。

一方、 これら改正法施行後3年間の懲戒事

例（計52例）の内訳を見てみると、不動産登

記20例、債務整理6例に対して、財産管理 ・

成年後見・遺産承継が12例と、過払いバブル

終焉後の司法書士の業態が、財産管理・成年

後見・遺産承継業務へとシフトしていること

が知られる。

なお、こうした財産管理系の業務の中で、

司法書士が現在最も注力しているのが民事信

託である。目下のところ、民事信託に関する

懲戒事例は存在していないが、しかし、東京

地判令和 3・ 9 ・ 17金判1640号40頁 ・家庭の

法と裁判35号134頁が、民事信託を組成した

司法書士の損害賠償責任を肯定するなど、信

託業務をめぐる紛議は増加している42)。

(3) 令和4年「司法書士行為規範」

こうした状況の変化に、日司連は、旧「司

法書士倫理」（前記2(1)) を全面改訂し、「司

法書士行為規範」を制定した（令和 4年6月

23・24日第87回定時総会承認。施行は本年（令

和 5年） 4月 1日） 。

新「行為規範」は、「第11章民事信託支

援業務に関する規律」 (80条 •81条）を新設

するなど、司法書士の業務態様の変化に対処

しているが43）、 しかし、令和 3年になって、

司法書士は、さらに新たな業務への対応を迫

られることとなった。

それは、所有者不明土地問題解消のための

民法・不動産登記法の改正44)であって、具

体的相続分に基づく遺産分割に対する10年の

期間制限（民法904条の 3)はすでに本年（令

和 5年） 4月 1日より施行済みであ り、相続

登記の申請義務違反に対する10万円以下の過

〔別表2〕令和2年度 (2020年度）懲戒事例一覧 (16例……網掛けは旧法、白抜きは新法）

処分日 官報公告日 懲戒権者／所属会 本誌掲載号 懲戒事由 処分内容 資格取得

【1】冷和2.4.30 令和2.5.15 ：熊本地方法務局長 581号74頁 蹟（掴鯰未払） 業務停止6か月間 ： 平成6
【2】崎 2.7.1 冷和2.7.20 氷戸地方法務局長 1583号62頁 芥登繍偽登記申請） 業務停止2年間 •平成 12

【3】]令和2.7.7 ：令和2.8.7 脚賦訪法務局長 j584号69頁 不登（領収証） 業務禁止 平成9

【4】冷和2.7.16 冷和2.7.30
福神戸島地地方方法法務務局局長長 5 583号63頁 不不登登 （補助者丸投けぅ

業務停止3か月間 ： 平成24

9、【5】冷和2.7.21 令和2.8.3, 84号67頁 徘司提携） 業務停止l年3か月間 ： ： 平成12

【6】冷和2.7.27 令和2.8.7 松山地方法務局長：584号68頁 職務外非違行為（酒気帯び運転） 業那鉦1か月間 平平成成2150 

[7】竺令和2.7.30 令和2.8.7 大阪法務局長 558484 号71頁
債（不合理な契約締結）

竺戒告塑些：か月間
【8】 2.7.30 令和2.8.12 凍京法務局長 号73頁 不登（決済補助者丸投げ） 平成12

【9】令和2.9.24 令和2.11.6 長野県会 586号88頁 不登（本人確認 ・意思確認） 業務停止2週間間 平成3

【10】冷和2.10.8 令和2.11.6 長野県会 586号89頁 不登（本人確認情報） 戒告 平成21

【11】令和2.11.12 令和2.12.16 大阪会 588号98頁 不登（業務停止期間中の業務） 業務停止1年6か月間 昭和54

【12】令令和和2.11.24 令令和和3ふ20 •愛知県会 589号84頁 不登（無資格者への名義貸し） 業務停止1か月間 昭和54

【13】 3.1.13 3.5.28 神奈川県会 592号114頁 遺産承継（横領） 業務停止6か月間 平成15

【14】令和3.1.13 令和3.5.28 大阪会 592号116頁 ・｛責務刊啓理（事件放置） 業務停止2週間 平成20

【15】令和3.2.3 令和3.5.28 神奈川県会 592号120頁 成年後見（預り金流用） 業務停止1か月間 平成16

【16】令和3.3.8 令和3.6.25 神奈川県会 594号88頁 債務整理（事件放置） 業務停止4か月間 昭和60
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〔別表3〕令和3年度 (2021年度）懲戒事例一覧 (16例）

処分日 官報公告日； 所属会 i 本誌掲載号 ： 懲戒事由 処分内容 資格取得

【1】冷和3.4.28 冷和3.6.18 愛知県会 :594号89頁 商登（本人確認・意思確認） 業務停止1週間 ： ：： 平成27

【2】l令和3.6.7 冷和3.8.6 崎玉会 ： :594号91頁 ：｛麟整理•麟上請求用紙 業務停止2か月間 ： ： 平成8

【3】 令和3.10.19 令和3.12.6 東京会 :599号94頁 商登⑫偽内容の議事録作成） 業務停止1週間 ！平成22

【4】 令和3.11.15 令和4.1.28 i： 大阪会 !601号86頁 債務整理（事件放置等） 業務停止1年間 ［平成16

【5】 ・令和3.12.14 令和4.2.18 大阪会 :602号96頁 不登（預り金横領） 業務停止6か月間 ： ［昭和49

【6】 令和3.12.15 令和4.2.18 神奈川県会 ； i602号99頁 不登（本人確認情報） 栗籾亭止2か月間 ： ： ：平成11

【7】 令和3.12.17 令和4.2.18 ！： 石川県会 02号97頁 相続手続（過大な報酬等） 業務停止2週間 ：： 昭和38

【8】冷和4.1.13 i： 令和4.3.11 ：東京会 i603号105頁 不登（本人確認・意思確認） 業務停止3か月間 ！昭和54

【9】冷和4.1.14 冷和4.3.29 ：東京会 !603号108頁 保佐事務（善管注意義務違反） 業務停止1か月間 l平成21
【10】冷和4.1.19 i令和4.3.11 千葉会 603号104頁 ・債務整理 (140万円超過） 深務停止2か月間 ：： 平成29

【11】令令和和4.2.3 ： 冷和4.3.18 広島会 :603号107頁 債矛芳整理（事件放圏） 業務停止6か月間 平成9

【12】 4.2.10 ： ！： 令和4.4.8 岡山県会 j604号132頁 不登（事件放置） 業戒務告停止3か月間 昭和61

【13】冷和4.3.4 冷和4.5.20 大阪会 :604号133頁 債矛芳整理 (140万円超過） 平成9

【14】冷和4.3.4 冷和4.720 ： ；： 大阪会 :604号133頁 ・債務整理 (140万円超過） 咸告 i 平成9

【15】！令和4.3.7 冷和4.7.8 兵庫県会 .606号100頁 成年後見等（横領） 業務禁止 ： ：： 平成16

【16】冷和4.3.18 冷和4.8.30 群馬会 !607号116頁 不登（本人確認・意思確認） 業務停止2週間 ： i： 平成18

〔別表4〕令和4年度 (2022年度）懲戒事例一覧 (29例……令和 5年 6月20日現在）

処分日 ：官報公告日； 所属会 ； 本誌掲載号 ・ 懲戒事由 処分内容 ：資格取得

【1】冷和4.4.15 ： ！： 令和4.7.22 ： ・：東京会 j608号96頁 成成年年後後見見 （診断書・同意古の偽造） 業務停止4か月間 法人

【2】l令和4.4.15 冷和4.7.22 ： 東：京会 608号96頁 （診断書・同意書の偽造） 業務停止4か月間 I； 平成16
【3】冷和4.4.21 冷和4.8.12 覇馬会 608号92頁 商登は計為の総会議事録作成） 業務停止1年6か月間 ［昭和54

【4】冷和4.4.28 冷和4.8.12 岩手県会 i608号95頁 不登・商登（無資格者による業務） 業務停止1年間 l平成24
【5】冷和4.6.6 ： 冷和4.9.6 大阪会 ;609号96頁 ｛責矛各整理（事件放置） 戒告 ： ： l平成27

【6】冷和4.6.6 冷和4.9.6 山形県会 1609号97頁 不登（本人確認・意思確認等） 業業務務停停止Iヒ4か月11¥I 平成17

【7】［令和4.6.6 冷：和4.9.6 兵庫県会 1609号99頁 非司法書士の被用者 2週間 平成26

【8】冷和4.7.11 冷和4.9.6 ：福岡県会 !609号101頁 不登（本人確認・意思確認） 業務停止3週間 平成16

【9】冷和4.7.19 冷和4.9.6 京都会 .609号104頁 不登（補助者丸投げ） 咸告 ： ：平成24

【10】冷和4.7.27 冷和4.9.12 愛知県会 j609号106頁 不登（申請書類紛失） 戒告 I平成19

【11】冷和4.8.12 令和4.10.25 静岡県会 ;610号128頁 不登（本人確認・意思確認） 滅告 l： 昭和37
【12】冷和4.8.24 令和4.10.25 石川県会 :612号101頁 ・職務上請求書等 業務停止1週間 ： ： l昭和62

【13】冷和4.8.31 冷和4.10.25 ！札幌会 ； ・610号130頁 成年後見（横領） 業務停止6か月間 平成16

【14】冷和4.8.31 令和4.10.25 兵庫県会 10号131頁 簡裁代理 (140万円超え） 業務停止3か月間 昭和63

【15】冷和4.8.31 令和4.10.25 烏取県会 :610号133頁 遺産分割協議書の偽造 業戒務告停止1年6か月間 平成14

【16】冷和4.9.15 冷和4.12.23 凍京会 郊610号105頁 相続放棄を求める書面の送付 i平成19

【17】令和4.10.24 令和4.12.23 福岡県会 :612号103頁 ：｛貴矛各罰g里（事件放置） 業務停止1年間 ［： 平成20

【18】令和4.11.18 令和5.1.20 和歌山県会 i613号92頁 成年後見（任務終了後の処理放置） 戒告 ： l： 平成19

【19】冷和4.12.7 冷和5.2.24 ： ：： 東京会 1614号116頁 ：職務上請求書 戒告 ！昭和57

【20]冷令和和51.24 冷令和和5.2.28 凌知県会 ;614号117頁 不登（本人確認・意思確認等） 成告 昭和52

【21】 5.1.26 5.3.31 ： ：： 大阪会
い；・ 15号96頁

不登（本人確認・意思確認） 業務停止2週間 平成23

【22】l令和5.1.30 冷和5.3.23
・東愛知永会県会

15号92頁 業務報告書の不提出 戒告 平成4

【23】冷和5.2.1 冷和5.3.31 :615号100頁 非司提携（非司法書士に従属） 業務停止6か月間 ！平成25

【24】冷和5.2.7 冷和5.3.23 兵庫県会 :615号94頁 成年後見・不登（預り金の不精算等）；業務停止1週間 i昭和51

【25】冷和5.2.7 l令和5.5.19 羨城会 :616号130頁 不登・面登（補助者丸投げ） 業務停止2週間 ： i： 平成8

【26】冷和5.2.8 冷和5.3.31 ；宮城県会 !615号104頁 事件放置・預り金の不返還・横領 業務禁止 I平成23

【27】［令令和和5.2.16 ； l令和5.5.19 広島会 1616号134頁 債矛芳整理（事件放置） ＇業務停止 1年6か月間 平成18

【28】 5.2.20 ： 冷和5.3.31 ： ： 三重県会 1615号98頁 不登（本人確認・意思確認） 業務停止1週間 昭和51

【29】l令和5.2.27 冷和5.5.19 幅岡県会 1616号131頁 不登（遺産分割協議書の偽造） 業務停止2か月間 平成25
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料の制裁（不動産登記法164条 l項）は来年（令

和 6年） 4月1日より施行されるため、司法

書士には、相続人による遺産分割を支援し、

相続関係登記を促進する重要な責務が課せら

れることとなった。

この「遺産分割支援業務」は、司法書士に

とって、一面においては、債務整理・成年後

見・民事信託を超える大きなビジネスチャン

スのように見えるけれども、しかし、同業務

は、利益相反の論点に加えて、弁護士法72条

の「事件性（紛争性）」要件が絡む非常に難

しい倫理間題を包蔵している。いささか不吉

な予言を最後に申し上げて恐縮であるが、今

後の司法書士の懲戒事件は、遺産分割支援業

務を軸に展開するように思われる。

l)改正法と同日公布の法律29号「裁判所構成法

中改正法律」により、地方裁判所が「必要二応

シテ之ヲ民事ノミヲ管轄スルモノ（民事地方裁

判所）又ハ刑事ノミヲ管轄スルモノ（刑事地方

裁判所） 卜為スコトヲ得」（裁判所構成法 2条

2項追加）とされたことを受けた改正。

2)なお、「司法書士会連合会」の名称が、現在の「日

本司法書士会連合会」に改められるのは、昭和42

年7月17日法律第66号「司法書士法及び土地家屋

調査士法の一部を改正する法律」においてである。

3) なお、新49条に関しては、一般からの懲戒巾

出制度が創設された (1項・ 2項追加）。

4)平成14年改正以降、本誌では以下の 6回にわ

たって懲戒・倫理に関する特集が組まれており、

今回の特集は 7回目になる。

① 月報司法書士396号（平成17(2005)年2月

号）「特集：司法書士としての専門家責任と

職業倫理」

② 月報司法書士427号（平成19(2007)年9月

号）「特集：倫理と懲戒」

③ 月報司法書士464号（平成22(2010)年10月

号）「特集：司法書士倫理について」

④ 月報司法書士476号（平成23(2011)年10月

号）「特集：綱紀事件を考える」
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⑤ 月報司法書士551号（平成30(2018)年 1月

号）「特集：司法書士の行為規範」

⑥ 月報司法書士590号（令和 3(2021)年4月

号）「特集：倫理を学ぶ」

5) 『司法書士白書2011年版』（日本司法書士会連

合会、 2011年） 171頁に平成17(2005)年度以降

の件数が掲載されたのが最初で、その後、『2023

年版』 (2023年） 136頁までに令和 3(2021)年度

以前の数字が掲載されている。

6) 「弁護士および弁護士法人の数に対する懲戒

処分数の割合は、ここ10年間はおおむね0.2%～

0.3％の間を推移しており、大きな変化はない」。

『弁護士白書2022年版』（日本弁護士連合会、

2022年） 159頁。

7)小林昭彦＝河合芳光『注釈司法書士法（第 3

版）』（テイハン、 2007年） 475頁、小林昭彦＝

河合芳光＝村松秀樹（編著）『同（第4版）』（2022

年） 494頁。

8) 原典を正確に再現すれば、以下のとおりであ

る。「弁護士の懲戒制度について、早期に透明化、

迅速化、実効化のための所要の改善措置を講じ、

当該資格者の氏名を含めて懲戒処分の内容を官

報に公表した上で、その他の媒体にも公表する

こと」。平成13年3月30日閤議決定「規制改革

推進 3か年計画」「rn 分野別措慣事項」「 1.
法務関係」「ア 国民が利用しやすい司法制度

の実現」「⑦登録・入会制度の在り方見直し（法

務省）」（b)」。平成14年3月29日閤議決定「規制

改革推進 3か年計画（改定）」「4 分野別措閻

事項」「 l．法務関係」「ア 国民が利用しやす

い司法制度の実現」「⑨登録・入会制度の在り

方見直し（法務省）」「（b)」も同一文章。

9)平成15年7月25日法律第28号「司法制度改革

のための裁判所法等の一部を改正する法律」 7

条による弁護士法の改正。

10)本誌385号（平成16(2004)年3月号） 105頁が

最初になる。

ll) なお、平成15年「司法書士倫理」以前にも、

日司連では、昭和59年9月27日理事会で「司法

書士執務要綱基準」を決議しており、その後も、



平成10年6月25日・26日第56回定時総会決議「司

法書士執務規範韮準」に址づき、多くの司法書

士会で「司法書士執務規範」等が制定されたが、

しかし、すべての司法書士会での制定には至っ

ていなかった。日司連執務調査室倫理部会「不

動産登記業務と司法書士倫理」本誌464号・前掲

注4)③11頁、千野隆二「実践する司法書士倫

理」本誌551号・前掲注4)⑤22頁。

12) 昭和30年3月19日（旧々）「弁護士倫理」を

平成 2年3月2日日本弁護士連合会（日弁連）

臨時総会決議で全改した（旧）「弁護士倫理」。

13)櫻井消「整理屋提携司法書士と倫理」本誌

396号・前掲注4)①33頁。

14)平成15年4月 1日法務省令第27号「司法書士

法施行規則の一部を改正する省令」。

15) このうちの 2号業務は、平成11年成年後見制

度等関連4法（①平成11年12月8日法律第149

号「民法の一部を改正する法律」、②同日法律

第150号「任意後見契約に関する法律」、③同日

法律第151号「民法の一部を改正する法律の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律」④同

日法律第152号「後見登記等に関する法律」）の

制定を受けたものである。

16)藤江美保「成年後見業務と倫理」本誌396号・

前掲注4)①28頁。

17)猪股秀章「最近の懲戒事例より」本誌396号・

前掲注 4) ①26頁。

18) 日司連職能賠償保険対策部「全国全員加入保

険制度の発足について」本誌396号・前掲注4)

①37頁。

19) なお、土地家屋調査士に関しても、同日付に

て「土地家屋調査士等に対する懲戒処分に関す

る訓令」（平成19年 5月17日法務省民二訓第

1082号法務大臣訓令）が発出され、両訓令は、

時の法務大臣・長勢甚遠の名を冠して「長勢訓

令」と呼ばれた。

20)昭和34年6月19日法務省民事甲第1288号民事

局長通逹「不当書類作成等の事例の多い司法書

士の懲戒処分の実施について」先例集追II511頁、

昭和37年3月12日法務省民事甲第685号民事局

苦情申立・懲戒制度を考える

長通逹「司法書士及び土地家屋調査士に対する

指導監督の強化について」先例集追III814頁。

21) 猪股•前掲注17) 22頁。

22)平成20年度の内訳につき、七戸克彦「近時の

司法書士懲戒事例の傾向分析」本誌476号•前

掲注4)④7-11頁。

23)安藤信明「綱紀事件及び懲戒事件の現状と問

題点」本誌476号•前掲注 4) ④20頁。

24)『司法書士白書2012年版』（日本司法書士会連

合会、 2012年） 174-175頁、『同2023年版』 (2023

年） 153頁。なお、同通知は、訓令4条の情状

等の考慮要素の例として、以下の 3点を挙げて

いる。「 l 当該非違行為による関係者及び社

会に与える影響の大きさ（例えば、当該非違行

為が原因で関係者に経済的な損失が生じたか否

か、生じた場合にはその多寡）」「2 当該非違

行為の動機及び態様の悪質性（例えば、当該非

違行為が反復継続されてきたものか、 1回限り

のものか）」「3 被処分者が非違行為の調査に

当たって自らの行為を申告する等調査に協力し

たかどうか」。

25)安藤・前掲注23)22頁。

26)『注釈司法書士法（第 3版）』前掲注 7)467頁。

27)安藤・前掲注23)22頁。

28)安藤・前掲注23)27頁。

29)上記平成23年大綱から 3年後の平成26年6月

19日・ 20日第77回定時総会承認「司法書士法一

部改正要綱（第 1次日司連案）」「6 懲戒」参照。

30)今川嘉典「司法書士法改正の経緯と今後の展

望」本誌580号（令和 2(2020)年6月号）「特集：

司法書士法改正一一新たな使命をもった法律

家」 6頁。

31)『司法書士白書2016年版』（日本司法書士会連

合会、 2016年） 137頁、『2017年版』 165頁、『2018

年版』 128頁、『2019年版』 156頁。

32)前記 1(2)③昭和53年司法書士改正に伴い制定

された昭和53年12月15日法務省令「司法書士法

施行規則」 31条を、前記 1(2)⑥平成14年改正に

伴う平成15年改正（前掲注14)) で42条に繰り

下げ。
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33)須賀淳治「東京司法書士会における苦情事件

処理の手続と流れ」本誌476号・前掲注 4)④19頁。

34) なお、最 (2小）判平成18・ 1 ・ 13民集60巻

1号 l頁（シティズ貸金訴訟上告審）以降のい

わゆる「過払いバブル」は、平成21年をピーク

に減少に転じ、平成28年の過払金請求訴訟件数

は、平成18年以下まで収縮している。

35) 奥山雅士「新たな懲戒制度の概要」本誌580

号・前掲注30)15頁、加藤政也「司法書士法人

にかかる司法書士法改正」本誌580号・前掲注

30) 22-23頁。

36) 令和 2年 6月10日政令第179号「司法書士法

及び土地家屋調査士法の一部を改正する法律の

施行期日を定める政令」。

37)①民事月報75巻 9号 (2020年） 72頁、②登記

研究874号 (2020年） 136頁。なお、同日付にて、

土地家屋調査士に関しても、令和 2年 7月20日

法務省民二訓第2号法務大臣訓令「土地家屋調

査士及び土地家屋調査士法人に対する懲戒事務

処理規則」が発出されている。①民事月報75巻

9号 (2020年） 117頁、②登記研究874号 (2020

年） 181頁。

38)①民事月報75巻 9号 (2020年） 74頁、②登記

研究874号 (2020年） 138頁。なお、同日付にて、

土地家屋調査士に関しても、令和 2年 7月20日

法務省民二第461号民事局長通達「土地家屋調

査士及び土地家屋調査士法人に対する懲戒事務

処理細則について」が発出されている。①民事

月報75巻 9号 (2020年） 119頁、②登記研究874

号 (2020年） 183頁。

39)大西勇「司法書士及び司法書士法人に対する懲

戒事務処理規則及び同細則の逐条解説」①民事月

報75巻10号 (2020年） 7頁、②登記研究875号

(2021年） 25頁、③登記情報714号 (2021年） 4頁。

40)法務省民事局民事第二課「司法書士及び司法

書士法人に対する懲戒処分の考え方（処分基準

等）の解説」①民事月報75巻 9号 (2020年） 27

頁、②登記研究874号 (2020年） 105頁。

41) なお、②細則の制定に伴い、平成26年民二第

401号通逹は廃止された。②細則附則 2項。
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42)平成18年現行「信託法」（平成18年12月15日

法律第108号）制定後、平成20年代になって活

発化した、民事信託業務に関する日司連や一般

社団法人民事信託推進センターの活動について、

本文掲記の令和3年東京地判は、「顕著な事実」

として、詳細な説示を行っている。判旨によれ

ば、三井住友信託銀行における信託日日座の開

設状況は、平成30年 2月末→平成31年 3月末時

点で、司法書士68％→73％に対して、税理士10%

→9%、弁護士8％→8%、行政書士6％→7%

であるという。

43)半田久之＝春口剛寛「『司法書士行為規範』

の策定と民事信託支援業務に係る規定」信託

フォーラム19号 (2023年） 27頁。

44)令和 3年 4月28日法律第24号「民法等の一部

を改正する法律」。




